JU-VZANCEEI2T-F>27J) -7 (810 [E) HBES

HiF : 2026 EF9H 15H (N) 9:30~12:00
BAT  KFEID-SERENRD
A>314>4% (Microsoft Teams)

<PBE>
IR BN EZTARFEABCRIAFR AT RS iR

<EE> FU : *AZSA2ENN
NFFH ShE*  FERCEARMEAFAFR RIR-IRF-MAFR 20
B 1EA DNV EZXRR-721732R-v)Catt
IFS—SAFTLXEBPY BATFIINITrAFVRED BAKE
ot BT BAAESIARERAN YZTFHII - TrA > AFHEAED FHlEl &
ERAR Zatd BaARY EFIERIREIRTEN BEEHR

BK T NI ELE N BRI BRI T RS
FHROIRERIT ATV A -ESRRIZITA—R TOIS LYK~ v~
Bt BT =Z UR BILH> - AL -SSRt IREIRITASS
RR=22Y -F4LII— /Y 2T FEVT1RT1F 3wl - Y1-2a B R
=H BE&® —AREAIEANB N RRAFFR HLREEAFFR (GR)
B2FT TN AT LIREAE LEHRE
thig E£E* EIARFHEREA AR RISKREHAERIIN-T JIL-TK
7N =2l YT EYIRRIA MER et HRTF IS EHEES

BAFFI GBI —FAYR HEEE
TE BT KA HIEFRIT YRTFIINTOYIVER
B ESE* EIARFEARTARFARF e THRATR 2R
HFH &FRF* FRENEERZ BEERZATF BEFH BR
ILEF fEEk* EIARFEARTKRFARF e BARMATR BR
0 BhE NETIIYIWIIIRKEHE ANV BEARE RIEHESNR

<ATH-)N->
ERUT. BBERE. BL0RE. BMWKEZRA. MEFT



=
¥k

1. A&

2. HEEHEOWETCONT
o EN 3 (CEDIE FHR/LVHIAN RN,

3. SHEEOUETICAFERFOAREICONT
o EN4NUSEEN 3ICRIE FHER/LVHMN’BEN. LT oEmm’REns,

3.1 SHEEORFRELTORETAIFTOVNT

(1) 2ENREDSICERIBLEDERIGDOMR,

(2) TBRRIZERE. @ERT—NY DI &EZIRET T IMR(C(E. DAEDPTONT> APKIE DOV THEER
FRIENDDIEDR RN DI,

(3) ERNRERRICEENGDDH. ERETECEREKESEL TS 2+ —7—RIMU-UZNC
RENTVBZEF BITERDZ DR DRN B cHEE THIENDB RN,

(4) V= UZMFIROVANTCHDREIZIEEX . SCEONENHN<RD(ZERETE2FUV B
mICEBRL. BYIRRIEDTIY MO—-ILARHSNZEDBR RN %oz,

(5) JU—UZRDEEHEMEZTORIRRZREEX, F—T7—MEXR® Al #EE2BVIRRY-ILD
BEaRstUTELLVEDR R Bork.

(6) JU-—UZNDEHOEEAHERTERL, SLHINTUZEEPEINMERLLITVEDERN
) e

(7) JU->TJO0>17 b0 & 2 IS 2 EFBOER R TIE, JU—UZANIBEHINTOSIHESH N
BECHILOBREN DO,

(8) IFRMICEEFZEMEAITIRMNRIADZIBHZILTTI D EEEELAIEOBR RN GO,

(9) ERFEZEOEBZMET2IO0tRE. MHEEZER CE3LIREPFEZMHIITEE
HEFELVEDE RN oI,

(10) EFBRGTOVAT7HEPRAEROMIBIEICET. DD VERINEFIZERDFEDIE
BIEDLIRY - ORENB IR THIEDRREIDO, MMZ T, RIBEFEFHECR AT IF1
V) ZEABESEFEER ORI EZE LS 2HR L ELAIEDB RN ok,

(11) A>TFERTRII-2T71F > ADRAE(FERVSD. JU—2R REQRITICE2EM4M
BA)y N BIB RIS T DL T BEZERI 2IRBAICEI) -2 I7( T AERODEENME
N3EA3EDE RN Bl

(12) JU—=2T7AF > ZABREREZF =) ) - DIBITE 2 BE R THhI L 2BEZX. JU->T7
1F>ZNBEIEI =R RT— )L ENZERHE(ZANEEOB R B,

(13) EFREELER LORMCLETST . FMBIMELAVE R PR R BRET (CRRLTLKZEN
EFUVEDERN SN,



(14)

3.2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

EMSIREDEF(E TU—UZMOEEHZ N T EBLERIOAES(CHEMHAATLEMSD
fzsh. D= MNZARNFRITEHIOREDNT> A E#H I 2NEEOR RN GO,

BETICH D BRI NEEANDENRICDONT
BERXENSF—T— Mt I BBRIC[E. STEREDERPTOXIREEEBL. sSCEHODFR
PERHAT IR I INELORE RN DO,
JU—= VR MDBIMEOFICF. BEANREEERCIAERIRIBIEDRMERL O5VE0
WERINZesH. BEENRROEREEZBAN (TR TESLS. LHABTZIRIN
SLOBRNIDOf, MNA T EREREILFTI BRI, TOTTI MOBRERZEIEL, R
ENROIBRERINESLOER I B,
BERXENSZDFESIAELZI 5L, BEFRNREREENMEE TERVEET O 1
UZAMIRBEZ N HIEDB RN DOk,
ERBEINCFRZIERERCSE. EEBEOFRMELZRBINTZTOSIIMNLTXINEDE
f%EIUTZTOSII MEZSND ADHE 3 (HERMEOREFS LN THSH,
EEENRIESERZ—RETADIE 3 [CHFEIDDEAREATHD., @I D0
BENHBEOE RN B,
RDF I ERDFO OERS(IERETHZS—H T Y—F15-T1/3—-(CEET DL H(TAK
FINDRIBUNER LEEIBLOITVEBIEDBE RN DO,
ITFOEFRELR(CEI T 2EANBER - FTEIERZ 2 REOERNEROTH), IREEE
DNV AP ARCEBRE T 2HNENHDIEDRE RN,
KERZVOVIL(CRDIERERE, WHRETDTOTACLOTRIBYRTOERENERR DI,
SOFEREZ LI TRETIMENHIEDRERNBO.
EBEODFACHTEHENIZEEERE. 1 DODFECRERIIC. BEODFEICKEUE
BB DX O#FRZERITDENEFLLVEDE RN 0T,
HEFFORBELVTCRIENMFIEL THD, RIENEREHEIERZEYI(CROLEF. BE
HRBIRISA > ) hOMAELCORNZENNHD, BREINESLOB RN HOk.
FATHRNMEROBENZFRIMBACERZHEETES LS. HIERANSAYE-SZRET LN
BEBILAEDERNBOC ZD—T3 T M- RATDEHREEETHD, HIAE SURZEEE
MEBEED ML — RADZBE)CHIBF TE25HMEN N E ThIEDR R I Bk,
SURZENEIG(CBITDFET(E, AEROISI) - MEEM(C LB 1> I BBEEFFNTLSN
S ITTA VN ERTOERERMERIN THIH TIY->TOT 1T FREFEARZDTIFBVDED
BRN®DoM. AT 1> I7BMEDOFRCHBVTE, RIRICEBUL TEZHR I B4
ENGETHIEDBRNGOR.
SURZENBICDA > ISRMEIANGRZTIENBRNDO—DERZ DL, ECFTII-VDERE
DA ARFIDNB B THIEDR RN Hok.
L MEOEREF(CBHEY DR EEL T EDOHETERMEZINE T 2060 THNET)—
> OEBNMEEERHSNKWEEZDEDB RGO,
EDET B ABSEUATHNET Y -2 OBNIEERHENF 00, BRAOTXRE(CLSE



RBAIEFNRZ)\— ROV OFNELI THIE I LR LEH B DEDB RN Hor.

(15) HEHBREMECTORIFRENZVGEOFHEIRE, BAU (ESRX-7X-1-217)) D%
EPNTZAOHIREEHBHICELVEDE RN DM, e SERESTFIOELVWEFETHOTE.
AIR=23B T F1—> LOBHNINEBEARB R ThImeE R 2L BINMENRHSND
$5RBHINGHZLOREN DO,

(16) ho>22azeJU—->OEBICOVT. EREELOESHEDI) -0y 101t H % [E# T3
Blans, h—R> - OvI1 > DEEN G EE (FFERL. UAMBSOHIBRE LRI INELDR
Bheorz.

(17) RUZNCHIF2EREMHPEORAO-RyTEOREE M ZHFZ 2. HEZUZ MSHIBR
9 2imiBMRIZ R T CEN U WMEEEHDEDR RN Hor.

(18) JU=>IAvS1ERBSRVED. "2 D2asedU- N EEBUSDIEFRMBIRICOWVTIE. FHE
HEADITAA—N N2 D23> - T F U RICETREAIE (CHH Z2:EADEIRLERL. i
MZEIFINELOR BRI,

(19) Ea7T11V— (B£PE) F0ENES (MRA-KREVS) & EREBITEEZEN
HENTHD, FHEERBPEANTOEEREZCIENMLTVDIENS, BEEEROIHRICIED
BRBHAIEM I ZIRECRIBEREREVEOBE RN B,

(20) MRA ZEIREZFL T 3IHE . HRMAEOESE TRKBUEOEFERGIELIRIEA >/ (T~
OILK . BRI 2B U IR T B R 2 B EIR (CHERR - SRR CE RN EE THDL
DERI®OI,

(21) KB MRA ([CLBESTIBOEIR/NTO IO ED R RN ESF (LI E 1T -3 R %R
2L, UZRRNTORIRUICFHIEERMERETNIRELOR RN DO, —H T EEOKXE MIA E=4F
TlE. A& & IV T ENBEYCEL D SN TIPAF RSN B IeESFTHIZDOHRAR/IN TR
RIS UAM DI (IR EROBEHLAR(COBNDEDBREHOI.

(22) M&A DEEIB(CHIZHTIE. JU—UZANCIEIZEEEH I 2D TR H1 RS VAREDOHAITRIFE
EVEEE A OAH TEIBEI A NBIROOTERVHEDR R, UAN ETOIRFRAT S -
RBEUL(FEE(ITINELOR RN BT,

(23) . [URZBIEOIRZE -BIE - BEDFOLSXAETINOEEDFEMEZ TVIIELER
FX. BEEDBHORHZILTT I ENEELVLEDR RN 9ol

(24) [BHEZEOHEECRT2EANRSE IONEG. IRITOVAND/NDEE4S — 1 TERET]EE
EEZBNZENR RN DO,

(25) B TRIBEEBEEEANDIU-2RY ROFITELINGDD L ZEEX . B - ERERIPED
BE T BRI DE 7 I ZRE U TFEIHE DR RN or,

3.3 SEEOWEFTATI1-) (E) [OVT
o HEOERELNL.

4. BH&

OFEBRLOVHASNESEINC,
BE



	グリーンリストに関するワーキンググループ（第10回）議事要旨
	1. 開会
	2. 設置要綱の改訂について
	3. 今年度の改訂に向けた検討の方向性について
	3.1 今年度の検討課題とその検討方針について
	(1) 全体的な進め方に異論はないとの意見があった。
	(2) 循環経済など、個別テーマの記載を検討する際には、全体の中でのバランスや粒度について確認する必要があるとの意見があった。
	(3) 国際的な潮流に変動がある中、国内計画や国家戦略として推進するキーワードがグリーンリストに示されていることは、発行体の安心感につながるため重要であるとの意見があった。
	(4) グリーンリストが例示のリストである原則を踏まえ、記載の粒度が細かくなるほど規範性を帯びてくる点に留意し、適切な粒度のコントロールが求められるとの意見があった。
	(5) グリーンリストの記載が増えている状況を踏まえ、キーワード検索やAI機能を用いた検索ツールの整備を検討してほしいとの意見があった。
	(6) グリーンリストの記載の出典を確認できると、記載されている背景や考えが理解しやすいとの意見があった。
	(7) グリーンプロジェクトの適格性を判断する実務の観点では、グリーンリストに掲載されているかどうかが重要であるとの意見があった。
	(8) 将来的に資金需要が拡大する余地が見込める事例を拡充することも重要だろうとの意見があった。
	(9) 国内計画等の項目を抽出するプロセスは、抽出負担を軽減できるような型や手順を確立することが望ましいとの意見があった。
	(10) 実務現場でのアイデア共有や案件組成の円滑化に向け、分かりやすい成功事例を取りまとめた事例集のようなツールの提供が有益であるとの意見があった。加えて、環境影響評価やネガティブチェックを担う実務業界の認知度を向上させる観点も必要だろうとの意見があった。
	(11) インフラ業界ではグリーンファイナンスの認知度は高くないため、グリーンボンド等の発行による具体的なメリットを整理し発信することで、事業を実施する現場側にもグリーンファイナンス活用の意義が伝わるだろうとの意見があった。
	(12) グリーンファイナンス自体は実体経済をグリーンに移行させる通過点であることを踏まえ、グリーンファイナンスが目指す最終的なゴールや目的を明確に伝えるべきとの意見があった。
	(13) 国際基準や実務上の議論にとどまらず、学術的な幅広い議論や視点も検討に反映していくことが望ましいとの意見があった。
	(14) 生物多様性分野は、グリーンリストへの記載を細かくしすぎると個別の内容に踏み込んでしまい得るため、グリーンリストと発行事例の粒度のバランスを意識するべきとの意見があった。

	3.2 改訂にあたり考慮すべき国内外の動向について
	(1) 政策文書からキーワードを抽出する際には、計画策定の背景や元の文脈を考慮し、記載の分類や記載内容を検討するべきとの意見があった。
	(2) グリーンリストの追加案の中には、具体的な資金使途や明確な環境改善効果が想像しづらいものが散見されるため、事業者が実際の資金使途を具体的に想起できるよう、記載内容を工夫すべきとの意見があった。加えて、資金使途を拡充する際には、プロジェクトの構成要素を整理し、環境改善効果や指標を示すべきとの意見があった。
	(3) 政策文書からそのまま引用・追記をすると、具体的な資金使途が想起できない各省庁のウィッシュリストになる懸念があるとの意見があった。
	(4) 金属回収に係る資金使途には、重金属等の汚染物質を回収するプロジェクトとレアメタル等の有価物を回収するプロジェクトが考えられる。大分類3は汚染物質の流出防止が中心であるため、金属回収に係る資金使途を一律で大分類3に分類するのは不自然であり、適切に整理する必要があるとの意見があった。
	(5) 大分類３と大分類９の曖昧さは課題である一方で、サーキュラーエコノミーに関連する記載は大分類９へ分類することが実務上も整理しやすいだろうとの意見があった。
	(6) 近年の資源循環に関する国内政策・計画は資源安全保障の要素が強くなっており、環境目的とのバランスや文脈に留意する必要があるとの意見があった。
	(7) 災害廃棄物の処理に係る資金使途は、対象とするプロセスによって環境リスクや便益が異なるため、より解像度を上げて整理する必要があるとの意見があった。
	(8) 複数の分類に当てはめられうる資金使途は、１つの分類に限定せずに、複数の分類に該当し得る旨の注記や解説を設けることが望ましいとの意見があった。
	(9) 社会経済の基盤として環境が存在しており、環境的便益と社会的便益を同列に扱うことは、実質的な環境インパクトの希薄化につながる恐れがあり、留意すべきとの意見があった。
	(10) 発行体が複数の目的を兼ね備えた事業を推進できるよう、制度側からメッセージを発信することが重要だろうとの意見があった。その一方で、トレードオフの観点も重要であり、例えば、気候変動緩和と適応のトレードオフを適切に判断できる評価軸が必要であるとの意見があった。
	(11) 気候変動適応に関する事業では、従来のコンクリート構造物によるインフラ整備も含まれているが、ライフサイクル全体での負荷軽減が確認されて初めてグリーンプロジェクトと呼べるのではないかとの意見があった。加えて、インフラ整備等の事業においても、環境に配慮した工法を推奨する要件設定が必要であるとの意見があった。
	(12) 気候変動適応のインフラ整備は人命を守ることが目的の一つと捉えると、どこまでグリーンの要素を取り込むかは、検討が必要であるとの意見があった。
	(13) 化学物質の管理等に関連する記載として、法令の範囲で汚染物質を抑制するものであればグリーンの追加性は認められにくいと考えるとの意見があった。
	(14) 法令遵守を超える取組であればグリーンの追加性は認められ得るものの、運用の工夫等による汚染防止効果をハードウェアの列挙だけで捕捉することには難しさがあるとの意見があった。
	(15) 排出濃度が低くても総排出量が多い場合の評価など、BAU（ビジネス・アズ・ユージュアル）の設定やバランスの判断は実務的に難しいとの意見があった。また、法令遵守に近しい事業であっても、イノベーションやサプライチェーン上の協力が必要不可欠である点を考慮すると追加性が認められるような事例があるとの意見があった。
	(16) トランジションとグリーンの整理について、国際基準との整合性やグリーンウォッシュの批判を回避する観点から、カーボン・ロックインの懸念がある項目は精査し、リストからの削除等を検討すべきとの意見があった。
	(17) 本リストにおける適格要件や国の長期ロードマップとの整合性を踏まえると、項目をリストから削除する論理的根拠を示すことが難しい場合もあるとの意見があった。
	(18) グリーンウォッシュとならないよう、トランジションとグリーンが重複し得る境界領域については、経済産業省のクライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針にかかる議論の動向も注視し、論点を整理すべきとの意見があった。
	(19) ピュアプレイヤー（専業企業）等の買収資金（M&A・株式取得）は、国際原則でも適格性が認められており、評価実績や国内での資金需要も増加していることから、資金使途の対象になり得る事例や位置付けを明確に示す意義は大きいとの意見があった。
	(20) M&Aを適格事業とする場合、単なる規模の合算ではなく買収後の事業継続性や環境インパクトの拡大、償還期間を通じた維持管理計画などを客観的に確認・説明できる規律が重要であるとの意見があった。
	(21) 大型M&Aによる債券市場の需給バランスへの影響や論争的案件によるレピュテーションリスクを懸念し、リストでの後押しには慎重な検討が必要との意見があった。一方で、実際の大型M&A案件では、融資・債券・エクイティ等へ適切に配分されてファイナンスされるため債券市場の需給バランスを壊す懸念は低く、リストへの記載は投資家の裾野拡大につながるとの意見もあった。
	(22) M&Aの整理にあたっては、グリーンリストに直接記載するのではなく、ガイドライン本体の研究開発費や関連費用の枠組みで整理する方が馴染むのではないかとの意見や、リスト上での境界付け・類型化は慎重に行うべきとの意見があった。
	(23) 近年、気候変動に伴う農業・養殖・畜産分野のビジネスモデルの変革の需要が増えていることを踏まえ、食農分野の記載を拡充することが望ましいとの意見があった。
	(24) 「有機農業の推進に関する基本的な方針」の内容は、現行のリストの小分類４－１で包含可能と考えられるとの意見があった。
	(25) 海外で環境配慮型農法へのグリーンボンドの発行事例があることを踏まえ、食品・飲食料企業や関連する金融機関へのヒアリングを検討してはどうかとの意見があった。

	3.3 今年度の改訂スケジュール（案）について

	4. 閉会

